(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：公衆衛生費　目：生活衛生指導費
	事業名:公衆浴場対策費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　生活衛生課　衛生指導担当　電話番号：058-272-1111（内2567）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11222@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：６，９７５千円（前年度予算額：６，９７５千円）

	事業内容


	１　事業の内容


入浴料金について統制を受けている一般公衆浴場が対象となる。
（１）設備改善対策事業費補助金            　　　   
ア　市町村が行う一般公衆浴場営業者に対する公衆浴場設備改善事業補助に対する
助成
イ　ソーラーシステム設備、蒸気ボイラー設備、ボイラー等改善など
ウ　県1/3、市町村：1/6、事業主体：1/2（上限2,500～3,900千円）
　　　※行革見直しによりH22年度から50%カット
（２）経営安定化補助事業費補助金                   　　　
ア　市町村が行う、入浴料金収入額が低い一般公衆浴場の経営安定化を図るための
補助に対する助成
イ　県:1/2　市町村1/2(補助基準額：20～90千円)
　　　※行革見直しによりH22年度から50%カット
（３）活性化対策事業費補助金                    　
ア　浴場組合が行う「親子ふれあい入浴月間事業」（一般公衆浴場所在市町の幼稚
園、保育園児を対象に無料入浴券配布）に対する助成
イ　県：1/2、事業主体：1/2
	２　所要経費


（１）設備改善対策事業費補助金　　　5,850千円
（２）経営安定化補助事業費補助金　    225千円
（３）活性化対策事業費補助金      　  900千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


〈平成22年度実績〉
（１）設備改善対策事業費補助金　　5市町に対し、計7,795千円

（２）経営安定化補助事業費補助金　5市に対し、　　計118千円
（３）活性化対策事業費補助金　　　岐阜県公衆浴場業生活衛生同業組合に対し、

625千円
	３　これまでの取組に対する評価


一般公衆浴場の主な利用者は、自家風呂を持たない者をはじめ高齢者、傷病者等が多く、一般公衆浴場の廃業による影響を最も強く受けるのはこれらの社会的弱者層である。しかし、一般公衆浴場は物価統制令により入浴料金上限額が設定されており、大規模な改修費や機器の購入費を料金に転嫁することが困難であるため、各種の補助制度によりその安定的な経営を支援することとしている。直接補助事業者である各市町でも財政状況は厳しいことから、引き続き補助を継続する。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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